
  

  

【表紙】   

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成18年12月22日 

【中間会計期間】 第74期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

【会社名】 株式会社加地テック 

【英訳名】 KAJI TECHNOLOGY CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 樋 口 有 三 

【本店の所在の場所】 大阪府堺市美原区菩提６番地 

【電話番号】 072(361)0881(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役財経部長兼総務部長 横 浜 淳 司 

【最寄りの連絡場所】 大阪府堺市美原区菩提６番地 

【電話番号】 072(361)0881(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役財経部長兼総務部長 横 浜 淳 司 

【縦覧に供する場所】 株式会社加地テック東京支社 

  (東京都新宿区西早稲田二丁目20番15号 高田馬場アクセス) 

  株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、対象となる関連会社等がないため記載を省略しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 2,313,260 2,591,980 2,036,582 6,420,114 6,348,691

経常利益 (千円) 113,628 84,465 148,998 407,007 408,315

中間(当期)純利益 (千円) 67,823 67,907 84,765 247,600 256,725

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,440,000 1,440,000 1,440,000 1,440,000 1,440,000

発行済株式総数 (株) 17,180,000 17,180,000 17,180,000 17,180,000 17,180,000

純資産額 (千円) 3,870,942 4,036,050 4,211,832 4,045,245 4,238,683

総資産額 (千円) 6,324,859 6,618,303 6,350,927 7,396,166 6,966,019

１株当たり純資産額 (円) 228.19 238.03 248.49 238.55 250.02

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 4.00 4.00 5.00 14.60 15.14

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 5.00 6.00

自己資本比率 (％) 61.2 61.0 66.3 54.7 60.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △124,723 △106,153 124,653 76,975 △199,163

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △196,210 45,610 △9,397 △178,179 39,208

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △57,184 △89,490 △107,123 △78,363 △66,408

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 1,066,411 1,114,931 1,046,731 1,264,963 1,038,599

従業員数 (人) 189 185 180 188 183



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は含んでおりません。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

なお、平成18年９月末の組合員は、133名であります。 

  

従業員数(人) 180 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期の日本経済は高水準の設備投資、国際商品相場の上昇基調を受け、鉄鋼・非鉄金属などの素材産業を筆

頭に企業収益の成長基調が続いています。また円安基調も企業収益に追い風となりました。日銀は本年７月にゼロ

金利政策を解除したものの、堅調な設備投資意欲は衰えず企業の経営姿勢に大きな変化は見られませんでした。 

このような状況のもと、当社の当中間期の受注高は4,459百万円と前年同期比36.2％の増となりました。圧縮機部

門においては天然ガススタンド用圧縮機の受注の落ち込みがありましたが、韓国向け石油化学用圧縮機の大型受注

が寄与し2,661百万円と前年同期並み（前年同期比2.0％の減）となりました。一方、繊維機械他が中国向けグラス

ファイバー撚糸機の大型受注があり1,798百万円と前年同期比221.2％の増となりました。 

当中間期末受注残高は3,798百万円と前年同期比52.7％の増となりました。圧縮機部門は2,075百万円と前年同期

比12.9％の増、また繊維機械他は1,722百万円で前年同期比165.7％増と両部門とも受注残高を順調に伸ばしまし

た。 

売上高に関しましては、天然ガススタンド用圧縮機の売上の減少が響き圧縮機部門で1,734百万円、前年同期比

16.3％の減、また繊維機械他を合わせた合計で2,036百万円、前年同期比21.4％の減となりました。 

利益面に関しましては、売上が上記のとおり減収となったものの、工場固定費・販売管理費の削減効果により経

常利益が148百万円（前年同期比76.4%の増）、中間純利益は84百万円（前年同期比24.8％の増）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物は1,046百万円（前年同期比68百万円減少△6.1％）と、前期末

に比べ８百万円の増加となりました。 

  

なお、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、増加した資金は124百万円であります。（前年同期比230百万円増加+217.4％) 

この増加は主に売上債権回収979百万円によるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果、減少した資金は９百万円であります。（前年同期比55百万円減少△120.6％） 

この減少は主に有形固定資産の取得による支出11百万円によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果、減少した資金は107百万円であります。（前年同期比17百万円減少△19.7％） 

この減少は主に配当金の支払101百万円によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間の生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  
(2) 受注実績 

当中間会計期間の受注実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  
(3) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 最近２中間会計期間における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合 
  

２ 最近２中間会計期間における主要な輸出先別の割合 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。  
  

（注）主な相手先別の販売実績については、総販売実績に対する割合が100分の10以上のものについて記載しており、

「―」はその割合が100分の10未満であったことを示しております。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

製品名 生産高(千円) 前年同期比(％) 

圧縮機 2,360,095 +1.3 

繊維機械他 334,893 △50.7 

合計 2,694,988 △10.4 

製品名 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

圧縮機 2,661,121 △2.0 2,075,680 +12.9 

繊維機械他 1,798,605 +221.2 1,722,325 +165.7 

合計 4,459,727 +36.2 3,798,005 +52.7 

製品名 販売高(千円) 前年同期比(％) 

圧縮機 1,734,567 △16.3 

繊維機械他 302,014 △41.8 

合計 2,036,582 △21.4 

製品名 
前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出高(千円) 割合(％) 輸出高(千円) 割合(％) 

圧縮機 198,759 9.6 203,263 11.7

繊維機械他 326,828 63.0 156,450 51.8

合計 525,587 20.3 359,714 17.7

前中間会計期間 東アジア 74％ 東南アジア 12％ 中近東 9％ 

当中間会計期間 東アジア 54％ 中近東 23％ 東南アジア 21％ 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

丸紅テクマテックス㈱ 307,712 11.9 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たな事項はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は「顧客の要求する製品を提供する」ことを基本理念とするとともに環境問題・社会要請等にも応えるべく以下

のような研究開発に取組んでおります。 

  

1. 「環境の世紀」と言われる21世紀においては究極のクリーンエネルギーである水素エネルギーがクローズアップさ

れてきています。その水素を燃料とする燃料電池自動車が近い将来実用化また普及していくためには燃料の水素を

安定的に供給する水素ステーションの整備が求められます。当社は1100気圧まで昇圧可能な水素ガスコンプレッサ

を空冷・レシプロ・全段ピストン圧縮、オイルレス式で製品化を実現しましたが、今後は実用化に向けて製品ライ

ンアップの拡充を目指します。 

  

2. 天然ガス自動車は地球温暖化の原因となるCO2（二酸化炭素）の排出量をガソリン車より2～3割低減でき、また窒素

酸化物の排出もディーゼル車を大幅に下回り、PM（粒子状物質）の排出もゼロと低公害性が特徴です。当社は天然

ガス自動車充填所用コンプレッサのパイオニアとして、あらゆる需要に応えるべく小容量から大容量までラインア

ップを拡充するよう開発に注力していきます。 

  

なお、当中間会計期間の試験研究費の総額は、24百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに

重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年9月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 17,180,000 17,180,000
大阪証券取引所
市場第二部 

― 

計 17,180,000 17,180,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

― 17,180 ― 1,440,000 ― 1,203,008



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 上記のほか、当社所有の自己株式230千株（1.34％）があります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株含まれております。また、「議決権の

数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町一丁目４番２号 6,330 36.85

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 733 4.27

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 508 2.96

株式会社神戸製鋼所 兵庫県神戸市中央区脇浜町二丁目10番26号 500 2.91

加地取引先持株会 大阪府堺市美原区菩提６番地 389 2.26

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 303 1.76

株式会社近畿大阪銀行 大阪府大阪市中央区城見一丁目４番27号 200 1.16

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 200 1.16

東京海上日動火災保険株式会
社 

東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 183 1.07

松原 佐多子 奈良県磯城郡田原本町 176 1.03

計 ― 9,523 55.44

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 230,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

16,824,000
16,824 ― 

単元未満株式 普通株式 126,000 ― ― 

発行済株式総数 17,180,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 16,824 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社加地テック 

大阪府堺市美原区菩提６番
地 

230,000 ― 230,000 1.3

計 ― 230,000 ― 230,000 1.3



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 414 397 374 362 379 371

最低(円) 380 306 280 303 309 314



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第73期中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び第74期中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人

により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   714,931   446,731 638,599   

２ 受取手形 ※５ 467,728   755,094 887,073   

３ 売掛金   1,900,054   1,317,929 2,184,734   

４ たな卸資産   1,503,596   1,703,339 1,315,212   

５ 預け金   400,000   600,000 400,000   

６ 繰延税金資産   183,658   117,951 111,761   

７ その他   69,251   44,391 35,811   

貸倒引当金   △7,100   △6,300 △9,300   

流動資産合計    5,232,120 79.1 4,979,138 78.4   5,563,892 79.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1,2 
3        

(1) 建物   160,392   150,288 154,963   

(2) 機械装置   182,919   170,347 182,363   

(3) 土地   447,525   447,525 447,525   

(4)  その他の 
   有形固定資産   63,229   60,473 52,425   

計   854,067   828,634 837,278   

２ 無形固定資産   9,134   5,583 7,218   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   259,876   269,653 284,564   

(2) 繰延税金資産   176,569   189,951 188,944   

(3) その他   90,296   81,923 84,121   

貸倒引当金   △3,760   △3,957 ―   

計   522,981   537,571 557,630   

固定資産合計    1,386,183 20.9 1,371,789 21.6   1,402,126 20.1

資産合計    6,618,303 100.0 6,350,927 100.0   6,966,019 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   1,153,964   770,329 1,284,597   

２ 買掛金   371,110   253,551 291,335   

３ 短期借入金 ※２ 197,500   205,000 205,000   

４ 未払法人税等   74,551   74,323 36,104   

５ 賞与引当金   132,000   132,000 132,000   

６ その他 ※2,4 184,238   190,485 245,792   

流動負債合計    2,113,365 31.9 1,625,689 25.6   2,194,829 31.5

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ ―   12,500 17,500   

２ 退職給付引当金   388,489   441,816 427,274   

３ 役員退職引当金   80,397   59,089 87,730   

固定負債合計    468,887 7.1 513,405 8.1   532,505 7.7

負債合計    2,582,252 39.0 2,139,094 33.7   2,727,335 39.2

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,440,000 21.8 ― ―   1,440,000 20.7

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   1,203,008   ― 1,203,008   

資本剰余金合計    1,203,008 18.2 ― ―   1,203,008 17.2

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   141,600   ― 141,600   

２ 任意積立金   625,000   ― 625,000   

３ 中間(当期)未処分 
  利益   632,887   ― 821,706   

利益剰余金合計    1,399,487 21.1 ― ―   1,588,306 22.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    28,033 0.4 ― ―   43,010 0.6

Ⅴ 自己株式    △34,479 △0.5 ― ―   △35,641 △0.5

資本合計    4,036,050 61.0 ― ―   4,238,683 60.8

負債資本合計    6,618,303 100.0 ― ―   6,966,019 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 1,440,000 22.7   ― ―

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―   1,203,008 ―   

資本剰余金合計    ― ― 1,203,008 18.9   ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   141,600 ―   

(2) その他利益剰余金          

別途積立金   ―   625,000 ―   

繰越利益剰余金   ―   804,752 ―   

利益剰余金合計    ― ― 1,571,352 24.7   ― ―

４ 自己株式    ― ― △36,757 △0.5   ― ―

株主資本合計    ― ― 4,177,604 65.8   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― 34,228   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― ― 34,228 0.5   ― ―

純資産合計    ― ― 4,211,832 66.3   ― ―

負債純資産合計    ― ― 6,350,927 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 比率

(％) 金額(千円)
比率
(％) 金額(千円) 比率

(％) 

Ⅰ 売上高    2,591,980 100.0 2,036,582 100.0   6,348,691 100.0

Ⅱ 売上原価    2,069,590 79.8 1,477,283 72.5   5,056,057 79.6

売上総利益    522,390 20.2 559,298 27.5   1,292,634 20.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    442,615 17.1 416,911 20.5   892,903 14.1

営業利益    79,775 3.1 142,387 7.0   399,730 6.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  6,305 0.2 14,309 0.7   12,743 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,615 0.1 7,698 0.4   4,158 0.1

経常利益    84,465 3.2 148,998 7.3   408,315 6.4

Ⅵ 特別利益 ※３  36,376 1.4 ―   36,376 0.6

税引前中間(当期) 
純利益    120,841 4.6 148,998 7.3   444,692 7.0

法人税、住民税 
及び事業税   68,920   65,574 154,415   

法人税等調整額   △15,985 52,934 2.0 △1,342 64,232 3.1 33,551 187,966 3.0

中間(当期)純利益    67,907 2.6 84,765 4.2   256,725 4.0

前期繰越利益    564,980   564,980 

中間(当期)未処分 
利益    632,887   821,706 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,440,000 1,203,008 1,203,008 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当（注） ― ― ― 

 中間純利益 ― ― ― 

 自己株式の取得 ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 

平成18年９月30日残高(千円) 1,440,000 1,203,008 1,203,008 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 141,600 625,000 821,706 1,588,306 △35,641 4,195,673 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当（注） ― ― △101,718 △101,718 ― △101,718 

 中間純利益 ― ― 84,765 84,765 ― 84,765 

 自己株式の取得 ― ― ― ― △1,115 △1,115 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― △16,953 △16,953 △1,115 △18,069 

平成18年９月30日残高(千円) 141,600 625,000 804,752 1,571,352 △36,757 4,177,604 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 43,010 43,010 4,238,683 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当（注） ― ― △101,718 

 中間純利益 ― ― 84,765 

 自己株式の取得 ― ― △1,115 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △8,782 △8,782 △8,782 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △8,782 △8,782 △26,851 

平成18年９月30日残高(千円) 34,228 34,228 4,211,832 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

     

税引前中間(当期)純利益   120,841 148,998 444,692
減価償却費   28,883 25,752 58,664
退職給付引当金の増加額   25,636 14,541 64,421
役員退職引当金の増加額 
(△減少額) 

  6,453 △28,641 13,786

貸倒引当金の増加額 
(△減少額) 

  760 957 △800

賞与引当金の減少額   △3,000 ― △3,000
受取利息及び受取配当金   △721 △1,236 △1,193
保険配当金等   △369 △3,330 △369
支払利息   1,349 1,484 2,808
有価証券利息   △2,481 △2,481 △4,962
固定資産除却損   258 1,198 959
固定資産売却益   △36,376 ― △36,376
売上債権の減少額   939,876 979,519 244,125
棚卸資産の増加額   △319,660 △388,126 △131,275
その他の流動資産の増加額   △45,095 △8,437 △11,658
仕入債務の減少額   △395,755 △556,260 △342,929
未払費用他の減少額   △116,108 △37,125 △63,696
未払費用の減少額（厚生年金 
基金支払取崩額） 

  △160,500 ― △160,500

小計   43,992 146,812 72,696
利息及び配当金の受取額   744 1,091 1,241
利息の支払額   △1,345 △1,423 △2,826
有価証券利息の受取額   2,755 2,755 5,510
保険配当金等の受取額   369 3,330 369
法人税等の支払額   △152,668 △27,911 △276,154
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △106,153 124,653 △199,163

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

     

有形固定資産の取得による 
支出 

  △7,668 △11,115 △19,724

有形固定資産の売却による 
収入 

  66,490 ― 66,490

その他の投資の増加額   △13,211 1,717 △7,558
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  45,610 △9,397 39,208

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

     

短期借入金による収入   ― 50,000 ―
短期借入金の返済による支出   ― △50,000 ―
長期借入金による収入   ― ― 30,000
長期借入金の返済による支出   △5,000 △5,000 △10,000
自己株式の取得による支出   △652 △1,115 △1,814
配当金の支払額   △83,837 △101,008 △84,594
財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △89,490 △107,123 △66,408

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
（△減少額） 

  △150,032 8,132 △226,363

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高   1,264,963 1,038,599 1,264,363

Ⅵ 現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高 

  1,114,931 1,046,731 1,038,599

    



  
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 
区分   評価基準   評価方法 

製品・ 
仕掛品 

  原価基準   個別法 

原材料   原価基準   
移動 
平均法 

貯蔵品   原価基準   
最終仕入 
原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

同左 

(2) 有価証券 

満期保有目的の債券は償却原

価法（定額法）を採用してお

ります。 

その他有価証券で時価のある

ものは中間期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しており

ます。 

(2) 有価証券 

満期保有目的の債券は償却原

価法（定額法）を採用してお

ります。 

その他有価証券で時価のある

ものは中間期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定)を採用してお

ります。 

(2) 有価証券 

満期保有目的の債券は償却原

価法（定額法）を採用してお

ります。 

その他有価証券で時価のある

ものは期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しておりま

す。 
     

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物付属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 ３～38年 

機械装置 10～12年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく

定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

     

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充て

るため、会社の支給見込額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。未

認識数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間(15年)による定額法

により、翌会計期間から費用

処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生

していると認められる額を計

上しております。なお、会計

基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理

しております。未認識数理計

算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間

(15年)による定額法により、

翌会計期間から費用処理して

おります。 

(4) 役員退職引当金 

役員の退職金の支出に備え

て、役員退職慰労金内規に基

づく中間期末要支給額を計上

しております。 

(4) 役員退職引当金 

同左 

(4) 役員退職引当金 

役員の退職金の支出に備え

て、役員退職慰労金内規に基

づく当期末要支給額を計上し

ております。 

      

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

      

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引出し可能な預

金・預け金及び取得日から満期

日までの期間が３か月以内の定

期預金であります。 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

      

６ 消費税等の会計処理について 

税抜方式によっております。 

６ 消費税等の会計処理について 

同左 

６ 消費税等の会計処理について 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は4,211,832千円でありま

す。なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間における

中間財務諸表は、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しておりま

す。  

  

――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社は総合設立型の関西繊維機械厚

生年金基金制度に加入しております

が、平成17年12月に厚生労働省より

解散認可を受け、解散する予定であ

ります。なお、当該基金解散に伴う

追加負担額213,421千円について

は、前期末の流動負債（その他）を

160,500千円取崩し、残額は当期の

製造費用並びに販売費及び一般管理

費に計上する予定です。 

――― 当社は総合設立型の関西繊維機械厚

生年金基金制度に加入しておりまし

たが、平成17年12月22日に厚生労働

省より解散認可を受け、同日解散し

ました。なお、当該基金解散に伴う

追加負担額213,421千円について

は、前期末の未払費用を160,500千

円取崩し、残額は当期の製造費用並

びに販売費及び一般管理費に計上し

ております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,417,820千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,434,544千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,433,610千円 

      

※２ 担保に供している資産 

下記物件により工場財団を設

定し担保に提供しておりま

す。 

1) 担保資産の種類 

建物 118,328千円

機械装置 13,200千円

土地 61,641千円

その他の有形

固定資産 
1,203千円

計 194,374千円

※２ 担保に供している資産 

下記物件により工場財団を設

定し担保に提供しておりま

す。 

1) 担保資産の種類 

建物 109,956千円

機械装置 11,915千円

土地 61,641千円

その他の有形

固定資産 
7,597千円

計 191,111千円

※２ 担保に供している資産 

下記物件により工場財団を設

定し担保に提供しておりま

す。 

1) 担保資産の種類 

建物 114,096千円

機械装置 12,496千円

土地 61,641千円

その他の有形

固定資産 
1,203千円

計 189,437千円

      

2) 対象債務 

(１年以内返済予定額を含む) 

関係会社(丸紅㈱)との商取引 

銀行取引  

短期借入金 60,000千円

長期借入金 2,500千円

流動負債の 

その他 
11,025千円

計 73,525千円

2) 対象債務 

(１年以内返済予定額を含む) 

銀行取引  

短期借入金 60,000千円

長期借入金 22,500千円

計 82,500千円

2) 対象債務 

  関係会社(丸紅㈱)との商取引 

銀行取引  

短期借入金 60,000千円

１年以内
返済予定の 
長期借入金 

10,000千円

長期借入金 17,500千円

未払費用 11,025千円

計 98,525千円

      

※３ 国庫補助金等による有形固定

資 産 の 圧 縮 累 計 額 は、

130,596千円であります。 

※３ 国庫補助金等による有形固定

資 産 の 圧 縮 累 計 額 は、

130,596千円であります。 

※３ 国庫補助金等による有形固定

資 産 の 圧 縮 累 計 額 は、

130,596千円であります。 

      

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

――― 

      

  ※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期

間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間会計期間

末日満期手形が、中間会計期

間末残高に含まれておりま

す。 

受取手形      157,709千円 

  



(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 493千円

有価証券利息 2,481千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 966千円

有価証券利息 2,481千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 965千円

有価証券利息 4,962千円

      

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,349千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,484千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 2,808千円

      

※３ 特別利益の主要項目 

土地売却益 36,376千円

※３ 特別利益の主要項目 

―

※３ 特別利益の主要項目 

土地売却益 36,376千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 25,815千円

無形固定資産 2,508千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 23,637千円

無形固定資産 1,634千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 53,159千円

無形固定資産 4,424千円

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金預金 714,931千円

預け金 400,000千円

現金及び 
現金同等物 

1,114,931千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金預金 446,731千円

預け金 600,000千円

現金及び 
現金同等物 

1,046,731千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金預金 638,599千円

預け金 400,000千円

現金及び
現金同等物 

1,038,599千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 3,175株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式 (株) 17,180,000 ― ― 17,180,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式 (株) 226,863 3,175 ― 230,038 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 101,718 6.00 平成18年３月31日 平成18年６月27日 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  
その他の 
有形固定資産

取得価額相当額 109,274千円

減価償却累計額 
相当額 

57,844千円

中間期末残高相当額 51,429千円

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

同左 

  
その他の
有形固定資産

取得価額相当額 91,640千円

減価償却累計額
相当額 

53,622千円

中間期末残高相当額 38,018千円

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

その他の 
有形固定資産 

取得価額相当額 98,360千円

減価償却累計額
相当額 

50,463千円

期末残高相当額 47,896千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注)未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

１年以内 20,985千円

１年超 30,444千円

計 51,429千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年以内 18,406千円

１年超 19,611千円

計 38,018千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

(注)未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

１年以内 19,756千円

１年超 28,140千円

計 47,896千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 10,911千円

減価償却費相当額 10,911千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 9,878千円

減価償却費相当額 9,878千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 21,415千円

減価償却費相当額 21,415千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行

っておりません。 

なお、減損処理にあたっては、中間会計期間末（前事業年度末）における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

種類 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
  
  

(千円) 

中間貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
  
  

(千円) 

取得原価
  
  

(千円) 

中間貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額
  
  

(千円) 

取得原価
  
  

(千円) 

貸借対照
表計上額 
  

(千円) 

差額
  
  

(千円) 

株式 11,192 57,914 46,721 11,192 68,239 57,047 11,192 82,876 71,683

計 11,192 57,914 46,721 11,192 68,239 57,047 11,192 82,876 71,683

種類 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

中間貸借対照表計上額
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

満期保有目的 
の債券 
社債 

  
  

201,961 
  

201,414 

 
  

201,687 

計 201,961 201,414 201,687



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至

平成18年９月30日)及び前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至

平成18年９月30日)及び前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、対象となる関連会社等がないため該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

  

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至

平成18年９月30日)及び前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 238円03銭 １株当たり純資産額 248円49銭 １株当たり純資産額 250円02銭

１株当たり中間純利益 4円00銭 １株当たり中間純利益 5円00銭 １株当たり当期純利益 15円14銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日)) 

中間貸借対照表の純資産の部
の合計額（千円） 

― 4,211,832 ―

普通株式に係る純資産額 
(千円) 

― 4,211,832 ―

普通株式の発行済株式数 
（株） 

― 17,180,000 ―

普通株式の自己株式数 
（株） 

― 230,038 ―

１株当たりの純資産の算定に
用いられた普通株式の数 
(株) 

― 16,949,962 ―

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 67,907 84,765 256,725

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(千円) 

67,907 84,765 256,725

普通株式の期中平均株式数
(株) 

16,956,840 16,951,928 16,955,524



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第73期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月27日 
近畿財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月19日

株式会社加地テック 

取締役会 御中 

  

  

 
 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社加地テックの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第73期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17

年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社加地テックの平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1

日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  日根野谷  正  人  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  黒  木  賢 一 郎  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月22日

株式会社加地テック 

取締役会 御中 

  

  

 
 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社加地テックの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第74期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18

年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社加地テックの平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1

日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  日根野谷  正  人  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  黒  木  賢 一 郎  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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